













































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































際商事法務 Vol.31, No.7（2003）第 984頁。
「中国の場合は特許法が実施された後の報酬
について応用する範囲及び取得した経済的利
益に基づいて合理的な報酬を与えなければな
らないとしつつ実施細則で一律の基準を設け
ていて，国家主導体制が見られるが，一律の
基準では使用者・従業者双方にとって有利な
場合と不利な場合が出て不公平ではないかと
もいえる」と指摘した。
41 いままで特許の出願費及び維持費に20万
元を突きこんだため，毎月ただ300元の失業
救済金で生活を立てている。廖君・戴勁松
「智慧的翅膀何以沈重―非職務発明人現状
調査」科技信息2004年３月号第25頁を参照。
42 中国知識産権報2005年６月16日を参照。
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